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種々のたばこ製品およびたばこ類似新製品の公衆衛生の観点からの知識

たばこ対策専門委員会

2013年 8 月に JT 社からスウェーデン製の無煙た

ばこ「ゼロスタイル・スヌース」が発売され，12月
にはカートリッジに充填したタバコ素材を加熱して

蒸気を吸入するためのデバイスとの複合体「プルー

ム」の販売の発表が行われた。スヌースはスウェー

デンの製品で上顎の頬と歯肉の間の口腔前庭部に留

置して使用しニコチンは主に口腔粘膜から吸収され

る。プルームは米国製でたばこの葉を電子装置で加

熱し発生させたニコチンを含む蒸気を吸引して使用

する。日本では，2003年にスウェーデンのマッチ社

が無煙たばこ「ファイアブレーク」を発売し，世界

で初めてチューイングガム形体のたばこ製品を市場

に流通させた。外国製の無煙たばこ製品の輸入は，

1985年に発行された無煙たばこの健康影響評価研究

班（班長島尾忠男）の報告書「無煙たばこの健康

影響に関する文献評価報告」で無煙たばこの輸入を

認めるかどうかについての研究班意見が掲載されて

いる。

これまで，日本で大規模に市場流通したたばこの

形体は紙巻たばこしかなく，10年前から始まった種

々のたばこ製品の市場流通の兆しは，健康増進法の

受動喫煙防止規定と WHO たばこ規制枠組条約の

履行の世界展開によるたばこ消費の世界規模での減

少傾向を反映したものである。WHO は世界で種々

のたばこが流通し始めたことから，2006年の世界禁

煙デーのスローガンを「たばこどんな形や装いで

も命取り」とし，「たばこのより効果的な規制を実

施し，地球規模での健康を改善するために，その形

体や見せかけについての知識をもって，人々や組織

を支援することがとても重要です（日本語訳)1)」

と世界に向けて警鐘を発している。2013年12月に，

欧州委員会はニコチン入りの eシガレット含む種

々のたばこ製品およびたばこ類似製品の規制を強化

するたばこ製品指令の改正を発表した2)。一方で，

米国の公衆衛生専門家は，次々に市場に流通し始め

た新型のたばこ製品に対する米国政府の規制の遅れ

を指摘している3)。

日本でのチューイングガム形体の無煙たばこの発

売時には，歯学系 2 学会が財務省に認可取り消しの

要請を行い，日本学術会議からも報告が行われ，ま

た，日本循環器学会や日本公衆衛生学会等 9 学会合

同による禁煙ガイドラインでも警鐘が発せられる4)

などして，現在では市場流通していない。日本の歯

科医師は，無煙タバコが蔓延している南アジア諸国

に赴き，現地との医療援助協力を通じて，無煙たば

こ使用による口腔への健康被害を目の当たりにして

きたことが認可取り消し要請の背景にある。スヌー

スの販売直後にも，日本学術会議（健康・生活科学

委員会・歯学委員会合同脱タバコ社会の実現分科

会，委員長矢野栄二）から，提言「無煙たばこ製

品（スヌースを含む）による健康被害を阻止するた

めの緊急提言」が発せられ5)，厚生労働省は「無煙

たばこ・スヌースについて」健康影響についての情

報を掲載し注意喚起を行っている6)。

スヌースは日本に先行して，米国や南アフリカに

も輸出されている。現在，無煙たばこが世界で流通

しているのは，北米，北欧，南アフリカ及び南アジ

ア諸国等に限定されているが，世界の広範囲で消費

されている。国際がん研究機関（IARC）は，1987
年に無煙たばこのヒトに対する発がん性は十分な根

拠がある7)とし，2007年の IARC モノグラフでも最

新の検証結果を報告している8)。米国立がん研究所

（NCI）も，1992年に喫煙とたばこ対策モノグラフ

で無煙たばこの有害性を検証した9)。南アジアで使

用される無煙たばこの発がん性はきわめて高く10)，

英国立臨床評価研究所（NICE）が南アジア系住民

の疫学調査結果を踏まえて無煙たばこ撲滅のための

ガイダンスを発表し，無煙たばこ規制等の対策強化

を図った11)。

無煙たばこは，一般的に紙巻たばこ喫煙より健康

リスクが低いことから，欧州連合（EU）加盟国に

おけるスヌースの市場流通の禁止措置12)をめぐり，

害を低減する効果（ハームリダクション）に着目し

た規制緩和についての議論が公衆衛生専門家や医療

従事者団体の間で繰り返されてきた。その背景には，

スウェーデンの男性において紙巻タバコを使用して

いたものがスヌースに転換し，その結果として肺が

ん罹患率が減少することが観察されている13)。この

スウェーデンにおける経験を根拠に EU の無煙タバ

コ禁止措置を緩和するように主張する意見とこれに

対する反論がこれまで繰り返し行われてきた。しか

し，欧州委員会が諮問した委員会は「無煙たばこ
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は有害である。無煙たばこが流行した国のたばこ使

用例から，流行していない他国で無煙たばこが認可

された場合にその国のたばこ使用がどうなるかは推

定できない」と答申し14)，公衆衛生の脅威から最新

の改正でも欧州連合（EU）加盟国における禁止措

置は継続されている2)。一方，無煙たばことたばこ

類似製品の規制が緩やかな米国では，スウェーデン

製のスヌースで用いられるたばこの葉を唾液に溶け

る程度に磨り潰し，キャンディー，フィルム，ステ

ィックの形体で使用する菓子タイプのたばこ製品が

流通している。米国では2003年の第108回連邦議会

で，無煙タバコ製品の「より安全なタバコ」の表示

に対して公聴会が開催され15)，口腔使用の新型無煙

たばこに対して公衆衛生総監をはじめ歯科医師や子

ども団体は反対意見陳述をした。

無煙たばこや類似製品は害が少ないことが強調さ

れがちであるが有害であるのにより安全であるとの

誤解を生み，子どもが使用を始めやすい16)，無煙た

ばこと紙巻たばこの二重使用17)により健康被害が拡

大し，ニコチン依存が増強される18)恐れがある。多

国籍たばこ産業が無煙たばこに投資した目的は，よ

り高い収益がある喫煙たばこ販売の維持だったこと

も社内文書や投資情報等の資料分析で実証され

た19)。欧州連合（EU）加盟国で唯一スヌースが流

通しているスウェーデンの喫煙率は20と日本と同

等レベルであり，無煙たばこ使用者割合は男性で

24ときわめて高い。プルームはたばこを含みパイ

プたばことして認可されているが，諸外国で急速に

シェアを伸ばしているニコチン入りの eシガレッ

トは，たばこの葉が含まれていないので，日本では

たばこ製品として認可されていない。また，ニコチ

ンを含むことから，薬事法上の医薬品にあたるとい

う解釈のもとで販売が認められていない。しかし，

インターネットを通じた個人輸入等により使用が拡

大することが懸念される。今後，日本では，公衆衛

生専門家が種々のたばこ製品の使用に関して的確に

判断する機会が増加すると考えられ，新型の製品の

情報を国民に安易に直接啓発することは製品の宣伝

にも繋がる恐れがあるため，まず，公衆衛生専門家

の知識の向上を図ることが急務である。

喫煙と受動喫煙による健康被害は甚大であること

は明らかであり，無煙たばこ（スヌースを含む）や

新しく発売されたたばこ製品（プルームを含む）の

規制が不十分な場合には，喫煙者の禁煙動機の低下

による紙巻たばこの使用継続や使用開始の増大によ

る健康被害低減の遅延が懸念される。対人サービス

の場では，日本では禁煙治療の健康保険制度が定着

しており，その効果についても確認されている20)。

喫煙者が受動喫煙被害の低減のために無煙たばこの

使用を希望している場合には，非喫煙者の健康を思

う気持ちを受容するとともに，無煙たばこ使用の問

題点や効果的な禁煙方法について具体的に情報提供

を行い，たばこ製品の使用中止にむけて働きかける

ことが重要である。本稿ではスヌースを含む無煙た

ばこ製品を中心として，その導入に伴う問題点を述

べた。今後，ニコチン入りの eシガレットについ

ても国際的な議論や健康影響等のエビデンスを踏ま

えて，たばこ対策専門委員会としての見解を述べる

こととしたい。
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